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研究成果の概要（和文）：  本研究では，ヒートポンプとコジェネレーションを併用する熱電併給技術を，マイ
クログリッド（MG）に導入し，その等価的な蓄電機能を利用して，再生可能エネルギー電源の不安定な出力変動
を抑制しつつエネルギー供給を継続できる防災型の地域MGの内部構成及び運用・制御手法を提案し，その有効性
を明らかにした．
　具体的には，防災型地域MGの内部構成・容量並びに対応する設備コストをエネルギーフローベースで算定し，
数値試算により，水素供給のための設備を導入することは自立的運用と調整力確保の両面で効果的であることが
示された．その際にかかる追加投資も，回収可能な範囲の追加投資で実現可能であることを確認した．

研究成果の概要（英文）：　In this research, we introduce combined heat and power generation 
technology that uses heat pumps and cogeneration into a microgrid (MG), and utilize its equivalent 
power storage function to suppress unstable output fluctuations of renewable energy power sources. 
We proposed an internal configuration and operation/control method for esilient MG that can continue
 supplying energy, and clarified its effectiveness.
　Specifically, we calculated the internal structure and capacity of a disaster-prevention regional 
MG and the corresponding equipment cost on an energy flow basis, and through numerical calculations,
 we found that introducing hydrogen supply equipment would be effective in ensuring autonomous 
operation and adjustment ability. It was shown to be effective on both sides. It was confirmed that 
the additional investment required at that time could be realized within the recoverable range.

研究分野： 電力系統工学

キーワード： 電力系統　マイクログリッド　ヒートポンプ　コジェネレーションシステム　蓄電池　水素　EV

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　災害等に伴う電力系統のブラックアウトや広域停電に対して，MG内に存在する再エネ，蓄電池，CGS，等のロ
ーカルリソースを適切にマネジメントすることにより，災害時にも長時間に亘ってエネルギー供給を継続できる
防災型のエネルギーシステムを構築することが可能となった．その際，間欠的な出力変動特性を持つ太陽光発電
(PV)や風力発電（WT）を安定に活用するために，熱や水素などMGに特有な他のエネルギー供給システムとの協調
を図ることが重要であることが明らかとなった．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年，市町村等のコミュニティ単位で，自営線あるいは系統配電線を活用し，太陽光，風力な

どの再エネ地産電源を面的に利用する，いわゆる地域マイクログリッド（MG）を構築する取り
組みが多数見られるようになってきている．地域内のバイオガスあるいは再エネ由来の水素を
燃料とするコジェネレーションシステム（CGS）を活用すれば，電力だけでなく熱エネルギーも
自給する高効率なエネルギーシステムが構築され得るものと期待されている． 
ところで，2018 年 9 月 6 日に発生した北海道胆振東部地震に伴うブラックアウトや，至近年

に発生した台風等による広域停電を契機として，災害時のリスク分散化に向けたインフラ整備
の重要性が指摘されている．従って，地域 MG においても，今後，需要サイドに多数導入され
るであろう再エネ，蓄電池，CGS，等のローカルリソースを適切にマネジメントすることによ
り，災害時にも長時間に亘ってエネルギー供給を継続できる防災型の地域 MG を構築していく
ことが望まれる．ただし，商用系統停電時には，間欠的な出力変動特性を持つ太陽光発電(PV)や
風力発電（WT）が主力電源となるため，MG 内の需給調整能力を向上させ，これらの電源を安
定に活用できるように制御することが必要である．そのための機器として，従来から蓄電池が注
目されてきているが，蓄電池は依然として高価である上，需給調整能力の持続性が kWh 容量(時
間容量)に依存することから，長時間の停電には耐えられない可能性がある．このため，熱やガ
スなど MG に特有な他のエネルギー供給システムとの協調をも視野に入れた新たな調整力を発
掘することにより，蓄電池への依存度を最小限に抑えることが必要である．また，供給力が不足
する場合には，重要負荷への電力供給を継続しつつ，小規模な範囲で負荷遮断を柔軟に行える機
能も必要である． 
 
２．研究の目的 
本研究では，研究代表者らがすでに提案しその有効性が確認されているヒートポンプ(HP)／

コジェネレーション（CGS）併用熱供給システム（以下，HP/CGS システム）を，主たる制御機
器として用いた新しい防災型地 MG を構想し，その有効性を明らかにすることを目的とする．
構想する防災型地域 MG は，基幹系の送電ネットワークと一点で連系した独立性の高い配電シ
ステムであり，HP/CGS システム及び小容量の蓄電池を MG 内の複数の防災センターに分散配
置する．各防災センターでは常時から HP/CGS システムが近傍の需要家群に地域熱供給を行う
と共に，その等価蓄電機能によって再エネの変動出力を平滑化しつつ需要家へ電力を供給する．
また，商用系統の停電により地域 MG が送電ネットワークから切り離された場合にも，HP/CGS
システムがセンター内の蓄電池と協調して MG 全体の需給バランスを維持する役割を担いなが
ら，電力・熱の供給を継続する．ただし，供給力の不足に対しては，各防災センターが例えば柱
状変圧器単位で低圧配電線を順次解列しながら，需要家所有の蓄電池等を遠隔で制御し，配電線
内の重要負荷への電力供給を継続する．なお，HP/CGS システムは，HP と CGS が併設された
一種の Power to Heat（P2H）技術であるが，HP と CGS の合計の熱供給量を一定に維持した
まま両者の熱供給割合を調整するだけで，配電システムとの電力のやりとり（蓄電池の充電・放
電と等価）を柔軟に制御できるという特長がある．また，CGS の燃料となるガスは MG 内に敷
設されている都市ガス配管から供給を受けることとしており，本 MG は電力とガスのマルチキ
ャリアのエネルギーシステムとなっている．このため，商用系統停電時にはガスを用いて CGS
が電力と熱を，ガス供給支障時には HP が商用電力を用いて熱を自立的に供給できるため，高信
頼のエネルギー供給を行えるものと考えられる．さらに，CGS の燃料としては地域 MG 内に存
在するバイオガスや再エネ由来の水素を用いることも可能と考えられる．この場合，ガスも自給
されることとなるため，信頼性がより向上すると期待される． 
 
３．研究の方法 
本研究では，防災型地域 MG の有効性を，①設備設計段階の計画面，②平常時の運用面，③停

電時の制御面の 3つの観点から評価する手法を開発し，相互に関連付けながら実施する． 
①防災型地域 MG の内部構成の設計：提案する防災型地域 MG をまずエネルギーフロー図でモデ
ル化し，各設備の容量設計を行う．すなわち，商用系統停電時においても，与えられた MG 内の
電力需要及び熱需要を満たすために必要な HP/CGS システムや蓄電池等の容量を算定するツール
を開発する．また，開発ツールを用いて，停電時に供給を継続する重要負荷量をパラメータとす
ると共に，CGS の燃料についても，３つのケース：1)都市ガス，2)バイオガス，3)水素（図３中
の番号に対応）をそれぞれ想定した試算を行い，防災型地域 MG の様々な内部構成・容量並びに
対応する設備コストをエネルギーフローベースで算定する． 
②防災型地域 MG の平常時の運用手法の開発：①で設計された各内部構成・容量に対して，商用
系統と連系された平常時における防災型 MG の短期の最適運用をシミュレートする手法を数理計
画ベースで開発する．最適化においては，MG が外部から購入するエネルギーコストの最小化に
加え，商用系統への依存度を予め低減しておくためのエネルギー自給率最大化，常時から災害時
の余力を維持しておくための調整力最大化等が考えられる．①と②の計算で求められる設備コ
スト＋運用コストが防災型地域 MG の総コストとなる． 



③停電時の防災型地域 MG の自立的緊急制御手法の開発：①②で求められた各内部構成および平
常時の各最適運用に基づき，商用系統停電時の地域 MG の自立運用手法を時系列シミュレーショ
ンベースで開発する．(a)防災センターに導入される HP/CGS システムと蓄電池を用いて，MG 内
の再エネ出力変動を抑制し，MG 内の需給バランスを維持するための制御手法を開発する．その
際，HP/CGS システムは長周期変動成分を，蓄電池は短周期変動成分を担うような役割分担を考
慮する．(b)MG 内の供給力が不足する場合，防災センターより下位の低圧配電システムを柱状変
圧器単位で解列し，需給バランスを維持する制御手法を開発する．その際，解列された低圧配電
線上にある需要家所有の蓄電池用いて，重要負荷への電力供給を継続することを考慮する．開発
した制御手法を用いて商用系統停電時の MG 内の停電電力量や需給バランスの仕上がり状況等を
解析することで，MG における災害時の信頼性を評価し，最終的にコストと信頼性の面で望まし
い防災型 MG の姿を総合的に明らかにする． 
 
４．研究成果 
4.1 構築した MG の内部構成とエネルギーフロー 
 MG 内部の構成としては，系統電力，PV，購入水素といったエネルギー源を有しているものと
仮定する。また，需要としては照明等の電力だけでなく給湯，空調，電気自動車 (Electric 
Vehicle: EV)，燃料電池自動車 (Fuel Cell Vehicle: FCV) を想定する．そのうえで，以下に示
すような 3種類のエネルギー供給方法を検討する．1種類目は FCV 以外の需要をすべて電力の形
で供給し，給湯や空調といった熱需要に対しては需要家機器 (エアコンや給湯器) で熱の形態
に変換するタイプ Aである．タイプ Bは地域熱配管 (Discrict Heating and Cooling: DHC) を
敷設し電力を熱に変換するヒートポンプ (HP)，水素から熱を生み出す水素ガスボイラ 
(Hydrogen Gas Boiler: HGB) などを MG 側で用意するものである．また，タイプ Cは MG 内で水
電解装置 (Water Electrolyzer: WE) を用いて水素を製造することや燃料電池 (Fuel Cell: 
FC) によって水素から電気を生み出すことも想定したモデルである．上記 3 つのタイプそれぞ
れに対して容量設計問題を定式化し，MG が系統から購入する電力の積算値 (買電量積算，系統
側で確保する供給力に相当) と系統電力の変動量 (変動量平均，系統側で確保すべき調整力に
相当) という 2 つの指標の重みづけ和を最小化する多目的最適化問題を解く．コスト上限をパ
ラメータとして与え重みを変化させることで各コストにおけるパレート最適解を導出する．図 1
に想定する MG のエネルギーフロー図を示す． 
 
 

 
(a)タイプ A 

 

 

(b)タイプ B 
 
 



 
(c)タイプ C 

 
図 1 エネルギーフロー図 

 
4.2 数値試算 
本研究では，500 軒の一般家庭群を供給対象に MG を構成する． 

(1)電力と熱のセクターカップリング効果 
上限コストによる目的関数値の変化を示すため，コスト上限を変化させて年間試算を行った．

図2に試算結果を示す．(a) がタイプA，(b) がタイプBの結果である．横軸は買電量積算[MWh]，
縦軸は変動量平均[kW/30min]である．各グラフは上限コストごとに求めた結果である．横軸値に
注目してタイプ A とタイプ B を比較すると，タイプ A のほうが，コスト上限が低いうちから買
電量を削減できていることがわかる．この要因を考察するために，同一の変動量平均において目
的関数値の内訳を比較した．その結果を図 3に示す．積み上げグラフは左から「タイプ A，上限
コスト 9500 万円」，「タイプ B，上限コスト 9500 万円」，「タイプ A，上限コスト 13000 万円」，
「タイプ B，上限コスト 13000 万円」における設備投資先を示しており，第 1軸に対応している．
変動量平均はいずれも 10[kW/30min]で統一した．コスト上限が 9500 万円の場合，買電量積算は
タイプ Aでは 6806.6[kWh]，タイプ Bでは 33082.1[kWh]であった．タイプ A では，変動量を一定
に保ちながら買電量積算を抑えるために PV と蓄電池を多く導入しているが，タイプ Bでは地域
熱配管の敷設コストが大きいためにこれらの設備に投資できる資金が足りず導入量が少ない．
特に蓄電池が十分に導入できていないためにエネルギーの時間シフトが十分に行われず PV の余
剰電力を有効に利用できていないための結果であるといえる．一方，コスト上限が 13000 万円の
場合，買電量積算はタイプ Aで 0[kWh]，タイプ Bでは 243.2[kWh]である．9500 万円の時と同様
に蓄電池の導入量はタイプ B のほうが少ないが，熱需要に対しては購入水素を燃料としてガス
ボイラを利用することで対応している．エネルギー源の選択肢が増えることで余計な買電が削
減されタイプ A と近い値にまで削減できている．それでもタイプ A のほうが目的関数値を抑え
られているのは，地域熱配管コストに加え，家庭用設備の効率の良さが影響していると考えられ
る． 
 

 
(a) タイプ A 



 
(b) タイプ B 

図 2 パレート最適解 
 

 
図 3  設備投資先比較 (変動量平均統一) 

 
(2)水素エネルギーとのセクターカップリング効果 
タイプ C においてはコスト上限が 8500 万円の時点で買電量積算も変動量平均も完全にゼロに

なっている．これは，水素エネルギーの統合が電力系統の貢献と，MG の経済的な運用に非常に
大きなポテンシャルを持っていることを示している．図 4はタイプ A，B，Cの設備投資先を積み
上げグラフで示したものである．タイプ C では，コストのうちの一部は水電解装置や燃料電池，
水素タンクといった水素関連設備の導入に使用されている．PV の余剰電力を熱だけでなく水素
に変えて貯蔵することで，必要なら季節をまたぐエネルギーシフトが可能となる．タイプ Bでは
余剰電力を熱に変えることはできたが熱から電気を生み出す設備が存在せず，熱需要以上のエ
ネルギーは系統に逆潮流として流すか，廃棄するしかなかった．一方タイプ Cでは燃料電池で水
素から電気を生み出すことができる．これにより，タイプ Aや Bでは実現しなかったエネルギー
の有効利用が実現している．その結果，PV への過剰な投資や，高価な蓄電池への投資の回避が
実現している． 
 

 
図 4  タイプ A，B，C設備投資先比較 
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